
）

日
本
の
電
気
事
業
は
、
２
０
１
１
年
３
月
の
東
日

本
大
震
災
と
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事

故
後
の
大
幅
な
制
度
変
更
に
よ
り
、
大
き
く
変
化
し

て
い
る
。
シ
リ
ー
ズ
「
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の

現
状
と
課
題
」
の
２
回
目
は
、「
電
気
料
金
の
変
化
」

に
焦
点
を
当
て
る
。

電
力
小
売
全
面
自
由
化

〜
電
気
料
金
メ
ニ
ュ
ー
の
多
様
化

電
気
料
金
は
、
�
契
約
電
力
や
ア
ン
ペ
ア
に
応
じ

た
基
本
料
金
、
�
電
気
の
使
用
量
に
応
じ
た
電
力
量

料
金
、
�
火
力
燃
料（
原
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
・
石
炭
）の
価

格
や
為
替
の
変
動
を
反
映
さ
せ
る
燃
料
費
調
整
、
�

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
促
進
賦
課
金
―
―
な
ど

で
構
成
さ
れ
て
い
る
〔
図
表
１
参
照
〕。

２
０
１
６
年
４
月
か
ら
始
ま
っ
た
電
力
の
小
売
全

面
自
由
化
に
よ
っ
て
、
上
記
�
と
�
に
あ
た
る
料
金

構
成
に
も
変
化
が
生
じ
て
い
る
。
お
客
様
に
と
っ
て

は
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
に
応
じ
て
き
め
細

か
く
時
間
帯
別
料
金
を
設
定
し
た
メ
ニ
ュ
ー
や
、
一

律
の
電
力
量
料
金
単
価
を
設
定
し
た
メ
ニ
ュ
ー
な
ど
、

選
択
肢
が
拡
大
し
た
。
一
方
、
事
業
者
側
で
は
、
新

規
の
小
売
電
気
事
業
者
が
続
々
と
参
入
し
、
そ
の
数

は
４
０
３
事
業
者（
２
０
１
７
年
７
月
３
日
時
点
）に

達
し
て
い
る
。
各
社
が
工
夫
を
凝
ら
し
、
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
競
い
合
う
事
業
環
境
が
進
展
し
て
い
る
。

原
子
力
停
止
の
影
響

〜
産
業
界
か
ら
も
懸
念
の
声

自
由
化
に
よ
る
さ
ま
ざ
ま
な
効
果
も
あ
る
一
方
、

原
子
力
発
電
の
長
期
停
止
に
伴
う
火
力
燃
料
費
の
増

加
等
の
影
響
に
よ
り
、
全
国
平
均
で
見
た
場
合
の
電

気
料
金
は
震
災
前
に
比
べ
て
高
い
水
準
に
あ
る
。

こ
う
し
た
状
況
に
産
業
界
か
ら
も
懸
念
の
声
が
上

が
っ
た
。
国
内
の
原
子
力
発
電
所
が
す
べ
て
停
止
し

て
い
た
２
０
１
４
年
５
月
、
日
本
経
済
団
体
連
合
会
、

日
本
商
工
会
議
所
、
経
済
同
友
会
の
経
済
３
団
体
が

共
同
で
発
表
し
た
緊
急
提
言
で
は
、
火
力
へ
の
依
存

は
燃
料
費
負
担
増
に
よ
る
料
金
上
昇
の
み
な
ら
ず
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
上
の
リ
ス
ク
の
増
大
、
さ
ら

に
は
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
大
幅
増
に
つ
な
が
る
と
指
摘

し
、「
安
全
が
確
認
さ
れ
た
原
子
力
発
電
所
の
再
稼

働
プ
ロ
セ
ス
を
加
速
す
べ
き
だ
」
と
強
調
。
低
廉
か

つ
安
定
的
な
電
力
供
給
体
制
に
早
急
に
戻
す
こ
と
を

求
め
る
ユ
ー
ザ
ー
の
声
も
寄
せ
ら
れ
た
。

現
在
の
燃
料
市
況
は
、
比
較
的
低
価
格
で
推
移
し

て
い
る
が
、火
力
燃
料
の
ほ
と
ん
ど
を
海
外
か
ら
の
輸

入
に
依
存
し
て
い
る
な
か
、テ
ロ
の
頻
発
な
ど
地
政
学

的
リ
ス
ク
は
増
し
て
お
り
、
今
後
も
予
断
を
許
さ
な

い
。
Ｉ
Ｅ
Ａ（
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
）は
、
原
油
価

格
は
長
期
的
に
は
上
昇
す
る
と
予
測
し
て
い
る
。
購

入
燃
料
の
価
格
変
動
と
い
う
外
的
影
響
を
最
小
限
に

と
ど
め
、安
価
で
、安
定
的
に
電
気
を
お
届
け
す
る
た

め
に
は
、
安
全
確
保
を
前
提
と
し
た
原
子
力
発
電
所

の
再
稼
働
を
順
次
進
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
に
な
る
。

Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
負
担
増

〜
年
間
負
担
額
は
当
初
の
１２
倍
へ

２
０
１
４
年
の
経
済
３
団
体
の
緊
急
提
言
に
は
、

原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働
プ
ロ
セ
ス
の
加
速
の
ほ
か

に
、
も
う
１
つ
の
要
請
が
あ
っ
た
。
そ
れ
が
「
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
固
定
価
格
買
取
制
度（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）と

地
球
温
暖
化
対
策
税
の
抜
本
見
直
し
」
だ
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ

は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
発
電
し
た
電
気
を
発
電

事
業
者
か
ら
電
力
会
社
が
一
定
価
格
で
一
定
期
間
買

い
取
り
、
そ
の
費
用
を
賦
課
金（
上
記
�
）と
い
う
か

た
ち
で
電
力
消
費
者
に
負
担
し
て
も
ら
う
仕
組
み
で
、

２
０
１
２
年
度
に
導
入
さ
れ
た
。
コ
ス
ト
が
高
く
、

経
済
性
で
劣
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
「
育
て

る
」
ね
ら
い
が
あ
る
。

制
度
は
効
果
を
発
揮
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
備
容
量
は
急
拡
大
。
開
始
か
ら
４
年
ほ
ど
で
約

２
・
６
倍
の
５
０
０
０
万
kW
程
度
に
達
し
た
〔
図
表

２
参
照
〕。
し
か
し
、
こ
れ
に
伴
い
賦
課
金
の
総
額

も
増
大
。
２
０
１
６
年
度
の
買
取
総
額
は
約
２
兆
３

シ
リ
ー
ズ

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
現
状
と
課
題
２

電
気
料
金
は
ど
う
変
わ
っ
た
か電

気
事
業
連
合
会

図表１ 電気料金の検針票のイメージ（東京電力エナジーパートナーの例）

※日本のエネルギー事情
や現場の取り組みなど
に関する動画はこちら
のQRコードからアク
セスできます（エネル
ギー関連動画 fepc
channel）。
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2003
年度

2009
年度

2012年 6月
（FIT開始前）

2016年
11月

（万 kW）
FIT開始後

2.6倍

太陽光 風力 バイオマス
地熱 中小水力

2030年度2017年度2016年度2012年度

※標準家庭における電力使用量を260kWh/月とした場合

約1兆8000億円約1兆8000億円約1兆8000億円約1300億円約1300億円約1300億円

賦課金

回避可能
費用 再エネの

買取費用

標準家庭

賦課金単価
0.22円/kWh

【凡例】

約2500億円約2500億円

約2兆1400億円約2兆1400億円約2兆1400億円

標準家庭

賦課金単価
2.25円/kWh

標準家庭

初年度の
12倍

賦課金単価
2.64円/kWh

約2兆3000億円約2兆3000億円

約2兆7000億円約2兆7000億円

2030年度の
電源構成における
FIT買取費用

2030年度の
電源構成における
FIT買取費用

3.7兆円
　～4.0兆円
3.7兆円
　～4.0兆円

686円/月
8,232円/年

585円/月
7,020円/年

57円/月
684円/年2015年度2010年度

708

441374

765

エネルギー起源CO2以外の
温室効果ガス排出量

電力分
以外

エネルギー起源
CO2排出量
86.7％

電力分

出典：総合エネルギー統計、環境行動計画・エネルギーと環境（電気事業連
合会）、日本の温室効果ガス排出量の算定結果（環境省）を基に作成

2010年度
1,304

2015年度
1,325
（百万t-CO2）

6,700万t
増加

０
０
０
億
円
と
な
り
、そ
こ
か
ら
回
避
可
能
費
用（
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
に
よ
る
火
力
燃
料
費
等
の

削
減
分
）を
差
し
引
い
た
賦
課
金
は
、
標
準
的
な
ご

家
庭（
１
カ
月
の
電
力
使
用
量
が
２
６
０
kWh
の
場
合
）

で
初
年
度
の
６
８
４
円
か
ら
７
０
２
０
円
へ
と
お
よ

そ
１０
倍
に
な
っ
た
。
２
０
１
７
年
度
に
は
８
２
３
２

円
と
、
こ
の
１
年
で
さ
ら
に
１
０
０
０
円
以
上
増
加

が
見
込
ま
れ
、
今
や
初
年
度
の
お
よ
そ
１２
倍
、
電
気

料
金
の
お
よ
そ
１
割
を
占
め
て
い
る
。
今
後
も
そ
の

上
昇
は
続
く
見
通
し
で
あ
り
、
ご
家
庭
だ
け
で
な
く
、

産
業
界
な
ど
の
事
業
活
動
に
と
っ
て
も
大
き
な
負
担

と
な
っ
て
い
る
〔
図
表
３
参
照
〕。

政
府
の
想
定
で
は
、
２
０
３
０
年
度
に
は
年
間
の

買
取
総
額
が
３
兆
７
０
０
０
億
円
〜
４
兆
円
規
模
に

な
る
と
し
て
い
る
が
、
電
力
中
央
研
究
所
は
、
こ
れ

を
さ
ら
に
１
兆
円
程
度
も
上
回
る
４
兆
７
０
０
０
億

円
に
達
す
る
と
試
算（
２
０
３
０
年
度
ま
で
の
買
取

費
用
は
５９
兆
円
）し
て
お
り
、
そ
の
場
合
の
賦
課
金

は
今
の
２
倍
程
度
に
な
る
と
み
ら
れ
て
い
る
。

お
客
様
が
毎
月
負
担
す
る
Ｆ
Ｉ
Ｔ
賦
課
金
は
、
毎

年
国
が
定
め
る
単
価
に
電
力
使
用
量
を
か
け
て
算
出

す
る
。
例
え
ば
工
場
な
ど
で
夜
間
の
料
金
単
価
が
安

い
時
間
帯
に
操
業
を
シ
フ
ト
し
て
も
、
賦
課
金
単
価

は
時
間
帯
に
関
係
な
く
使
用
量
に
応
じ
て
定
額
が
積

算
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
操
業
シ
フ
ト
の
メ
リ
ッ
ト

は
薄
ま
る
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
国
産
資
源
で
あ
り
、
Ｃ

Ｏ
２

削
減
の
面
で
も
優
れ
る
重
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
で

あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
賦
課
金
の
上
昇
が
顕
在
化
し

て
い
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
政
府
は
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ

法
（
注
）を

２
０
１
７
年
４
月
か
ら
施
行
し
た
。
国
民
負
担

の
抑
制
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
拡
大
の
両
立

に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
を
踏
ま
え
た
バ
ラ
ン
ス

の
と
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
実
現
に
あ
た
っ

て
は
、
経
済
性
だ
け
で
な
く
、
供
給
の
安
定
性
や
環

境
影
響
の
抑
制
も
重
要
な
要
素
と
な
る
。
次
回
は
、

「
供
給
の
安
定
性
」
に
焦
点
を
当
て
、
電
力
品
質
の

維
持
と
そ
の
課
題
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

CO２排出量の増加
東日本大震災後、原子力発電所は順次
稼働を停止。２０１３年９月に関西電力大飯
発電所４号機が定期検査入りしたのち、
２０１５年８月に九州電力川内原子力発電所
１号機が運転再開するまでの間、全プラ
ントが停止する状態となった。２０１５年度
における電力分野からのCO２排出量は、
再生可能エネルギーの増加や、一部の原
子力発電所の再稼働により、前年度より
改善したものの、原子力停止による供給
力不足分は、火力発電の焚き増しなどで
代替していることから、震災前と比べる
と依然として約６７００万t増加している
〔図表４参照〕。
これまでに稼働に向けて新規制基準へ
の適合性審査の申請を行ったプラントは
２６基あり、そのうち稼働した原子力発電
所は５基、審査の合格にあたる「審査書」
の案が了承されたのは７基となっている
（２０１７年７月現在）。
電気事業連合会では、原子力発電所

（１００万kW級）１基のCO２抑制効果を１年
あたり約３００万tと試算しており、CO２排
出量の削減の観点からも、安全を前提と
した原子力発電所の稼働が求められる。

Energy & NumberColumn

（
注
）改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法：

「
中
長
期
的
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
バ
ラ

ン
ス
良
く
導
入
す
る
」
こ
と
、「
買
取
費
用
増
大
に
伴
う
国
民
負
担
を

抑
制
す
る
」
こ
と
の
両
立
を
目
的
に
、
２
０
１
７
年
４
月
に
施
行
さ
れ

た
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
導
入
は
大
幅
に
増
え
た
一
方
で
、

そ
の
導
入
は
太
陽
光
に
偏
り
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
認
定
を
受
け
た
発
電
設
備
の

約
４
割
し
か
実
際
に
稼
働
し
て
い
な
い
と
い
う
課
題
を
受
け
て
、
実
施

の
確
度
が
高
い
事
業
を
認
定
す
る
制
度
に
変
更
。
電
力
会
社
の
送
配
電

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す
る
契
約
が
締
結
さ
れ
て
い
る
こ
と
や
、
安
全

確
保
・
土
地
利
用
に
関
す
る
法
令
を
順
守
す
る
こ
と
な
ど
を
認
定
要
件

に
追
加
し
た
。
コ
ス
ト
の
低
減
に
向
け
て
は
、
価
格
決
定
方
式
を
見
直

し
、
大
規
模
な
太
陽
光
発
電
事
業
に
は
入
札
制
度
を
導
入
。
中
長
期
の

買
取
価
格
の
目
標
も
設
定
す
る
。

図表２ 再生可能エネルギー設備容量の推移

出所：資源エネルギー庁「改正FIT法に関する直前説明会」資料

図表３ 固定価格買取制度導入後の賦課金等の推移

出所：資源エネルギー庁「改正FIT法による制度改正について」を基に作成

図表４ 日本の温室効果ガス排出量の推移
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